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日本官僚制と政策過程の変化












化 して,今回発足した 「経済財政諮問会議」を日本政策過程の中枢 として活用
することが求められている。
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1.は じめに一 政策環境の変化





















所得水準 は年々上昇 し,政府歳入は潤沢であった。外交などを除いて,政 策の
立案や形成に関する政治家への期待は小さく,官僚による許認可,行 政指導,
産業政策による産業構造転換など官僚主導の政治の時代が続いた。1979年にも
う一度石油危機が生 じるにして も,73年の危機後 も成長率は四ないし五パーセ
ントを確保 し,日本経済は世界に類を見ない安定成長へと移行 した。この成長
は輸出の急速な伸びによって支え られたものであるが,1971年の 「ドル ・ショッ
ク」 と呼ばれる国際通貨体制の根本的な変更,す なわち ドルと金との兌換制に












産地点をマレーシア,タイ,シ ンガポールなどアジアへと移動 させが,そ れは
生産に必要な機械など資本財の日本か らの調達を促 し,しばらくは日本の貿易
黒字が増加 したが,こ れらを通 じてやがて日本は輸入が急増 し,90年代半ばに
は全輸入の六割が製品輸入であるという構造に変化 していく。
70年代か ら80年代末 までの日本経済の強さは世界の驚異から脅威へと変容さ
















化 し,日本経済 はサービス化ないし金融化 していて,従来型の公共投資を続け







発行による歳入欠陥の穴埋あは常態化 し,行 財政改革は政治の課題 とな り,
1981年いわゆる 「第二臨調」(臨時行政調査会・土光前経団連会長)が設置 される。
行財政改革によって総需要構成比における政府支出はやや減少するものの,公
債費 と共に見逃せないのは公共事業費である。道路 ・港湾整備,農 業土木,住
宅,治 水 ・治山,下水道整備などの事業には,建設省,農 水省,運輸省などの
「族」が予算調達に強固な勢力として活躍 し,事業予算額 の増大と一定の予算





ス成長)の経済の中で,カ ンフル剤 としての国債が頼 られた。1990年代 は,大
量の国債を担保 にした十兆円台の経済対策案が次か ら次へと作 られ,「総合経
済対策」「緊急経済対策」(1993)から 「経済新生対策」(1999),そして 「経済
新発展政策」(2000)までさまざまな対策が打 たれた。 いかなる名称を用 いる
にせよ,90年代 においては 「対策」を練るのは政治家であった。80年代の 「前
川 レポート」などの対策が外圧による内需拡大であるのに対 し,90年代 は景気
浮揚のための対策であった。93年の対策は公共事業促進,所得税減税などのた
めの対策から,特別減税,金 融 システム安定,中 小企業 ・ベンチャー支援,I




は,リ ストラの進行 し,労働者とくに中間管理職であるホワイ トカラーの リス
トラや雇用の ミスマッチ,事務労働のハイテク化とIT革 命,増 大する不良債
権,デ フレによる利益率の低下,規 制撤廃に伴う外資の攻勢 大企業集団の解


























2.省 庁再 編 一 内閣機能 の強化
「経済財政諮問会議」
政治家主導の政治 とは,ひとっには内閣の機能強化ということ,すなわち首








官房長官 ・蔵相 ・諮問会議担当相(現行の経済企画庁長官に相当)の 閣僚 に加え
て日銀総裁,そ れに政治的任命である四人 もしくは五人の民間有識者(女 性を
含む学者,財 界人)か ら成るメンバーで行 うものである。 この会議は,経済企
画庁からの調整 ・調査 ・総合計画の三局を中心に局長クラスの三人の統括官 と




これでは顔色ないというのだろうか,森 内閣になって巻 き返 しに動 いた。「財
政首脳会議」なるものを新たに前述 した会議の 「考え方を先取 り」(2000年4月
森首相の所信表明演説)と称 して七月発足 させた。 この会議は,メ ンバーが首相,
内閣官房長官,蔵 相,与 党の幹事長と政策責任者で,政府 ・与党だけのメンバー




利益配分構造を弄 られることを恐れた族議員を中心 とした自民党政治家 との利
害の一致か らであろう。「政府と与党が経済運営を巡って協議する場は不可欠」



















い討ちを駆けた。(朝日新聞,10/6/2000)特殊法人の経営 に関 して は,そ の
不効率性と不良債権などの問題点が指摘されそお り,統一 した基準で財務内容
が公開されれば,経営実態が明るみに出ると見 られている。更に,特殊法人 と







として,再 編された各省庁に乗 りこみ,委員会などでの答弁に立っ ことになる
のである。従来の政務次官職は,大臣に次 ぐ次官であるとは言 うものの重要な
政策形成の中心ではな く,名誉職ない しは選挙用の箔付け,し ばしば役所 の
「盲腸」的な職位であった。政策立案と決定を官か ら政に改めるたあに,政 務
次官職の権限をより強 く,閣僚と事務次官の中間の序列に位置し,閣僚に代わっ
て国会答弁ができる 「副大臣」の制度が,イ ギ リスをモデルとして導入された。
イギ リスでは,省 ごとの閣僚のほかに複数の下級大臣が置かれ,政策立案や議
会討論 に携わっており,日本においても,党首討論 はすでに導入されたが,イ
ギ リス議会のような準閣僚級の激 しい討論が見 られるのだろうか。
8政府委員制度は,関係省庁の事務次官,局 長などの上級官僚が閣僚に代わっ
て国会で答弁する制度で,明 治時代か ら続 くものであるが,戦後にこれが法制









院総選挙において芳 しくなかった成績の反省 という面が無いではないが,そ れ
よりも1988年リクルート事件 に始まる一連のここ十年余 りの官僚が起 こした
「不祥事」,それも上級官僚が関わる不行跡が,国民の公務員に対する期待と信
頼を裏切ったことが大きく反映している。贈収賄など政治家が関わる不行跡は
今更言うまでもないが,政治が悪 くても,日本は行政が しっかりしているか ら
大丈夫だという漠然とした確信を揺るがせるような事件の続出に対 して,行 政
を監視するのが政治(な いしは議会)で あるという民主主義政治の本来 の機能
を果た しきれない政治家に対する国民の不信を感 じ取っているのだと,こ こは
























本政権時代の住専問題 における農林系金融機関との間の 「念書」の存在,細 川



























割拠主義(sectionalism)は,「省あって政府なし」 あるいは 「局 あって省









































の能力に限界があるときには官僚が仕切 らなければな らない状況が出て くる。 あく
まで緊急避難的な政策類型であるだろう。
さて,「官僚主導」 とは この類型 のいず れに相当す るのだ ろうか。 もちろん,
それは 「主導」 とはイニシアティブを取 ることであるか ら,① ④以外にはない。
① は現行 の政策立案過程 にお いて最 もよ く見 られる類型 で,原 案策定,省 内了
12
解,関 係省庁 ・利害団体調整,政 府 ・与党政調会了解の後に政府案として上程













て,こ れは 「官僚主導」というよりは 「官僚支配」 と言 うべきで,1950年代60




化 してい く政治行政 システムが戦後日本の発展を支えてきたのだ,と いう漠然
とした評価があったことも否めない。 しか し,経済の低成長 と少子高齢化社会
の到来の前においては,国民に負担を強いるような政策選択の問題は官僚が主
導すべきものでなくなっていた。 このタイプの政策類型が今後 も続 くとは考え
に くい。
3.政 治 家 と官僚 の関係類 型
選挙を通じて諸政党が政治権力を争 う民主主義政治体制の下 においては,行
政権の創 り方が議院内閣制であれ大統領制であれ,政策形成過程における行政








































ほとんど官僚の手中に握 られており,官僚の関与無 くしてはいかなる政策 も
生命をもち得ない。」(石原信雄,官かくあるべし,小学館文庫,1998,p85)本来
政治家の役割である政策決定や重要法案の制定に職業公務員が関わることは,















政策決定に関 して国民に対 して責任を負 う立場にない官僚がそうした政治的







立場の選択は意図する意図 しないに拘 らず,せ ざるを得ないものとなるのが
今 日の行政であろう。
4.権 力 の多重構 造
現行の自民党の政策過程においては,内 閣提案の法案でも政調会と総務会の






















をする人,決 定を委ね 「皆さんが決めた」ことにする人,要 するに自己決定と
責任の感覚に対する鈍さ,これに加えて複数の決定権が所在する組織構造の存
16
在,こ うしたものが日本的意思決定であると,ウ ォルフレンが 「日本問題」と
指摘するとおりである。(カレン・ウォルフレン,日本権力構造の謎)意 思決定 の
ラインを単線化するには内閣の強力なリーダーシップの制度化以外に無い。
因みに,行政府創出の議員内閣制に関 して,日 本がお手本 としたイギ リスの




政調会長 ・総務会長など党の権力機関と内閣 とが別個であるたあ,し ば しば政
府 と与党との間のすり合わせが必要 となるのである。 この仕組みを変えないこ
とには内閣のリーダーシップは期待できない。
すでに触れたように,2001年1月からの省庁再編に伴 って行政機構が大きく
変わる。首相を補佐する 「内閣官房」の強化,各 省庁を一段上の立場か ら総合
調整に当たるという 「内閣府」の新設,さ らに各省庁の閣僚を補佐する副大臣 ・
政務官制によって,日本における政治家と官僚との従来の関係を大きく変えよ
うとしている。人事院報告にあるように,両者が良きパートナーとして,「政
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TheChargingPolicy-MakingProcessesinJapan
YasuhiroAoki
Japan'seconomicsuccesswaswidelyrecognizeduntilthebubble
burstinthelate-1980s.Thissuccesshaslargelybeenattributedtothe
powerofthemodernJapanesebureaucracy,establishedafter1868at
thetimeoftheMeijiRestoration.Thebureaucracyhasgrowninsize
andinfluencesince,andexpandeditsauthorityconsiderably,un-
checkedbythirdparties.Bureaucratshavebeentheprincipalforce
behindinitiatinganddraftingkeyregulationsandlawsthroughout
modernandcontemporaryJapan.EliteBureaucratsandtheirrule
appearedtohaveservedJapanwellandtheycouldenjoytheirpre-
stigiouspoisitonsuntiltheearly1990s,whentheirscandalousmis-
conductsappearedoneafteranother.Inadditiontotheneedfor
administrativereformintroducedsincethelate-1970sduetofiscal
difficulties,consensushasprevailedthatthebureaucracyhadbe-
cometoorigidtohandlecomplexandeverchangingdomesticand
internationalsocio-economicenvironments.Fundamentalreformis
needednotonlyintheindustrialandfinancialsectorsbutalsoin
publicadministrationandpolitics.Oneofthemainreformsintro-
ducedinJanuary2001istheestablishmentofanewCabinetOffice.It
isexpectedthatthroughthecreationofthisorganization,policy
makingpowerbalancewillshiftinfavourofthePrimeMinisterand
hisCabinet,awayfromtheunaccountablebureaucracy.Although,it
istooearlytosayanythingitislikelythattheCabinetOfficewill
engageincomprehensivepolicyplanningandcoordination.
